
 

 

規制改革・民間開放集中受付月間において提出された全国規模
の規制改革・民間開放要望への対応方針 
 

平成 16 年９月 10 日 
規制改革・民間開放推進本部 

 
 
去る平成 16 年６月１日から同月 30 日までの間、「規制改革・

民間開放集中受付月間」として、全国規模で実施すべき規制改
革・民間開放に関する要望を募集したところ、民間事業者や地
方公共団体等から４８７項目の要望が寄せられた。 
 
政府において、提出された要望を検討した結果、別表に掲げ

る規制改革事項を全国規模で実施することとする。 
 
これら事項については、本年度末に改定される予定の「規制

改革・民間開放推進３か年計画」（閣議決定）に反映し、確実な
実施を図るものとする。 



【別表】

番号 規制改革事項 根拠法令　等 規制改革の内容 実施時期　等 所管府省

1
税務証憑の電子データによる保存
の承認

電子計算機を使用して作成
する国税関係帳簿書類の保
存方法等の特例に関する法
律　第４条

法令により民間に保存が義務付けられている財務関係書
類、税務関係書類等の文書・帳票のうち、電子的な保存
が認められていないものについて、近年の情報技術の進
展等を踏まえ、文書・帳票の内容、性格に応じた真実性・
可視性等を確保しつつ、原則としてこれらの文書・帳票の
電子保存が可能となるようにすることを、統一的な法律
（通称「e-文書法」）の制定等により行うこととする。

平成１６年度のできる
だけ早期に法案提出

(平成１７年４月施行予
定)

財務省
内閣官房

2
ねずみ族駆除施行（免除）証明書
の有効期間の延長

昭和45年12月11日衛発871
号「無線検疫制度の運用につ
いて」

検疫港に入港する船舶について、各国政府機関によ
り国際保健規則に準じて延長を認められたねずみ族
駆除施行（免除）証明書の受入れを、平成16年度内
の実施を目途に認める。

平成１６年度中 厚生労働省

3
愛知万博期間中における訪日韓国
人観光客への査証免除

外務省設置法
第4条第1項13号

韓国側の新型旅券の導入を前提に、愛知万博開催期
間に合わせて、平成１７年３月初めより９月末日まで
期間限定の査証免除を実施する。

平成16年度中 外務省

4
アジア・大洋州諸国人に対する商
用目的での数次査証発給の円滑化

 外務省設置法
第4条第1項13号

中国、韓国、台湾を除くアジア・大洋州諸国人につい
て、数次短期滞在査証の現地発給基準の緩和及び
有効期間延長（１年から3年）の措置を図る。

平成16年度中 外務省
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番号 規制改革事項 根拠法令　等 規制改革の内容 実施時期　等 所管府省

5
台湾人修学旅行生に対する査証手
続きの緩和

外務省設置法
第4条第1項13号

台湾人修学旅行生及び引率者たる教師について、査
証手続きの緩和措置を実施する。

平成16年中 外務省

6
バイオメトリクス（生体情報）を活用
した出入国審査体制の構築に向け
た調査研究等

-
国際的標準に準拠したバイオメトリクス（生体情報）の
読み取り及び認証を行う機器の開発・設置等に向け
て、調査研究及び実証実験を行う。

平成16年度中 法務省

7
小規模開発行為に係る開発許可申
請の効率化（手続の簡素化に関す
る周知徹底）

都市計画法第２９条、第３０
条、第３７条

　都市計画法に基づく小規模な開発行為に係る開発
許可申請について、事業者負担の一層の軽減の推進
を図ることを開発許可権者である地方公共団体に対
して周知徹底する。

平成１６年度中 国土交通省

8
宅地造成等規制法における変更手
続の効率化（手続の簡素化に関す
る周知徹底）

宅地造成等規制法第８条第１
項

　宅地造成等規制法に基づく宅地造成工事に係る許
可を得た後の工事計画の軽微な変更時の取り扱い等
の簡素化について、許可権者である地方公共団体に
対して周知徹底する。

平成１６年度中 国土交通省
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番号 規制改革事項 根拠法令　等 規制改革の内容 実施時期　等 所管府省

9 電子カルテの医療機関外での保存

①診療録等の保存を行う場
所について平成14年3月29日
医政発第0329003号／保発
第0329001号
②診療録等の外部保存に関
するガイドラインについて平
成14年5月31日　医政発第
0531005号

電子カルテ等診療情報の保存について、個人情報と管理
についての遵守の義務が確保されている場合には、「規
制改革・民間開放推進３か年計画」に基づき、医療機関等
以外であっても保存を認めることとするため、「医療情報
ネットワーク基盤検討会」における技術及び運用管理、事
業主体等の要件の検討結果を踏まえ、国民的な理解を前
提として、平成１６年度中に速やかにガイドラインを策定す
る。

平成１６年度中 厚生労働省

10
保健機能食品（特定保健用食品）
の表示について

健康増進法第２６条、健康増
進法施行規則第１４条

「健康食品」に係る制度の在り方に関する検討会の提
言を踏まえ、特定保健用食品の表示の許可制度にお
いて疾病リスク低減表示を認めるための考え方を平
成１６年中を目途に示す。

平成１６年中目途 厚生労働省

11
ボランティアによる福祉有償運送の
要件緩和（地方公共団体での申請
受付の窓口の明示）

道路運送法第８０条第１項
「福祉有償運送及び過疎地有償運送に係
る道路運送法第８０条第１項による許可
の取扱いについて」（平成１６年３月１６日
国自旅第２４０号）
「患者等の輸送サービスを行うことを条件
とした一般乗用旅客自動車運送事業の
許可等の取扱いについて」（平成１６年３
月１６日　国自旅第２４１号）

都道府県の担当窓口について早期に取りまとめ、「福
祉輸送に係る取り扱い規定集」に掲載するとともに別
途、ホームページで公表。各地方運輸局及び運輸支
局においても問い合わせに対応できるようにする。

平成１６年度中 国土交通省

12 高速道路料金の軽減化

道路整備特別措置法第２条
の４、第１１条
道路整備特別措置法施行令
第１条の５、第１条の６

現行の別納割引制度については廃止するが、大口・
多頻度利用者向けにETCを活用した新たな割引制度
を導入。

平成１７年春 国土交通省
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番号 規制改革事項 根拠法令　等 規制改革の内容 実施時期　等 所管府省

13
事業所の室温に関する規制の整合
性確保

・エネルギーの使用の合理化
に関する法律
・「夏季の省エネルギー対策
について」（省エネルギー・省
資源対策推進会議省庁連絡
会議決定文）
・労働安全衛生法事務所衛
生基準規則第5条第3項

「夏季の省エネルギー対策について」(省エネルギー･
省資源対策推進会議省庁連絡会議決定）における冷
房中の室温に関する記載について、労働安全衛生法
事務所衛生基準規則と整合性のある表現とする。

平成17年中 経済産業省

14
自動車分解整備事業に関する屋内
作業場面積の算定の考え方の周知
徹底

道路運送車両法第８０条第１
項
道路運送車両法施行規則第
５７条

壁、扉等で区切られていなくても、雨をしのいで分解
整備作業を行うための屋根があれば、道路運送車両
法上の自動車分解整備事業を行うための屋内作業
場として認める取り扱いについて、各運輸局に対して
周知徹底する。

平成16年度中 国土交通省

15

損保代理店登録・届出手続電子化
実施後の個人代理店死亡および法
人代理店組織変更における代理店
登録特例の設定

保険業法第276条、第277条、
第278条

保険契約者の利便の向上の観点から個人代理店の
店主死亡時や法人代理店の組織変更時等、一定の
場合において代理店業務の空白期間が短くなるよう
登録制度の運用の見直しを実現しているが、電子化
実施後も同様の運用で対応する。

平成１７年度中 金融庁

16
保険会社が外国で営業免許を申請
する際の必要書類発行手続の明確
化

-
外国当局が求める提出書類等について調査したう
え、ルールの明確化を行う。

平成１６年度中 金融庁
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番号 規制改革事項 根拠法令　等 規制改革の内容 実施時期　等 所管府省

17 単元未満株主の共益権の見直し 商法第２１１条

単元未満株主の有すべき権利については、原則とし
て現行法の単元未満株主の有する権利と同一のもの
としつつ、閲覧請求権等一定の権利について定款で
制限することができるよう平成17年中に措置（法案提
出）する。

平成１７年中 法務省

18
中小企業等協同組合における組合
員以外の共済利用に関する管理監
督の強化

中小企業等協同組合法
中小企業等協同組合における組合員以外の共済利
用について、当該利用の管理の厳格化、組合員資格
の定期的な確認による適切な管理に関する通知を発
出し、指導・監督を徹底する。

平成16年度 経済産業省

19
生命保険会社による前払式証票の
発行に係る発行保証金の保全契約
締結業務の解禁

前払式証票の規制等に関す
る法律施行規則第16条

16年度末までに、前払式証票の規制等に関する法律
施行規則第16条の改正により、発行保証金の供託に
代わる保全契約締結の相手方である金融機関とし
て、債務保証を行う保険会社を追加する。

平成１６年度中 金融庁

20
骨髄移植ドナーに対する生命保険
給付について

保険業法施行規則第４条

保険要件として必要な、偶然性の確保、モラルリスク
の排除などについて確認した上で、骨髄採取手術が
保険業法上の保険として引受けを行えるよう、平成１
６年度中にできるだけ速やかに関係府令の改正を実
施する。

平成１６年度中 金融庁
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番号 規制改革事項 根拠法令　等 規制改革の内容 実施時期　等 所管府省

21
保険業法上の主要株主規制の整
理・緩和

保険業法第127条1項、同法
第271条の32第1項、同法施
行規則第210条の14

「保険会社としての定款変更の届出」と「（他の保険会
社の）主要株主としての定款変更の届出」を同時に行
う場合、当該届出を行う保険会社からの要望があれ
ば、届出の趣旨を明確にした上で重複する提出書類
について一組の提出で可とするよう運用上の対応を
行うこととする。

即時 金融庁

22
社債発行に関する取締役会決議義務
付の見直し

商法第296条

社債の発行手続については、取締役会の決議をもって、
代表取締役に対し、一定の範囲内における具体的な額等
の決定及び一定の期間内における個々の発行時期の決
定を委任することができるよう平成17年中に措置(法案提
出）する。

平成17年中 法務省

23
有価証券指数先物取引の対象有
価証券の範囲拡大

証券取引法第２条第２１項、
証券先物取引等に関する内
閣府令第１条

株価指数先物取引の対象有価証券に協同組織金融
機関の発行する優先出資証券を加えることについて、
有価証券市場において問題がないことを確認の上、
関係法令の改正を１６年度中に実施する。

平成１６年度中 金融庁

24
通訳案内業試験の採点基準および
合格基準の明確化

通訳案内業法第５条の４第１
項

受験者の予見可能性を高めるため、既に公開してい
る解答例につき、周知徹底を行う。

平成16年度中 国土交通省
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番号 規制改革事項 根拠法令　等 規制改革の内容 実施時期　等 所管府省

25
溶接用ケーブルの電気用品指定か
らの除外

電気用品安全法施行令第１
条
別表第２、１(3)

平成１７年度中に溶接用ケーブルを電気用品の指定
から除外する方向で、平成１６年度中に公聴会（電気
用品安全法第49条）を開催する。

平成17年度 経済産業省

26
市町村民税特別徴収の手続きの簡
素化

地方税法第317条の6①②
同法第321条の4①
同法施行規則第10条②③
同法施行規則第2条①

特別徴収税額通知書の様式について、納税手続きの
簡素合理化等の観点から、地方税法施行規則に定め
る様式に統一するよう、再度周知を図る。

平成１６年中 総務省

27
高圧ガス保安法における高圧ガス
設備の保安検査方法の見直し

高圧ガス保安法第３５条第４項
一般高圧ガス保安規則第８２条
液化石油ガス保安規則第８０条
コンビナート等保安規則第３７条
冷凍保安規則第４３条

保安検査の基準について、民間基準が採用できるよ
うに対応する。

平成１６年度中 経済産業省

28
火薬類取締法の適用を受けない火
工品申請の円滑化（相談窓口の周
知徹底）

火薬類取締法第２条
火薬類取締法施行規則第１
条の４

適用除外火工品の申請において、申請に関する相談
窓口先の周知徹底をHP等によりはかる。

平成１６年度中 経済産業省
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番号 規制改革事項 根拠法令　等 規制改革の内容 実施時期　等 所管府省

29
農地保有合理化事業に関する財産
の目的外処分のための承認申請書
類の簡素化

補助金等に係る予算の執行
の適正化に関する法律第２２
条、同施行令第１４条

農地保有合理化事業で買い入れた土地の目的外処
分の承認を行う関係機関に対して、承認に当たって求
める資料は当該承認の判断に必要となる最低限の資
料とする旨を周知する。

平成１６年度 農林水産省
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